
（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　年　　月　　日

　島根県知事　様

（個人、単独法人またはコンソーシアム代表者）
所在地

名　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

（連絡担当者）

職・氏名

TEL

FAX

E-mail

新地方公会計制度導入支援業務の企画提案参加表明書
この業務の企画提案に参加したいので、関係資料を提出します。なお、参加にあたり、参加資格のすべてを満たしていることを誓約します。
提案者の概要

	個人、単独法人、
コンソーシアム

代表者
	名称・代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	
	業種　営業種目
	

	コンソーシアム

構成員
	名称・代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	
	業種　営業種目
	


【記載についての留意事項】

・記載欄は適宜増減してください。
【添付資料（各1部添付してください。）】

・島根県内に事務所を有する者：県税に関する納税証明書(発行後３か月以内のもの、原本)

・島根県内に事務所を有しない者（島根県に納税義務のない者）：主たる事務所の所在地の都道府県における法人事業税に滞納がないことの証明書(発行後３か月以内のもの、原本)

※納税証明書について、コンソーシアムによる参加の場合は、構成員すべての証明書を添付してください。
・コンソーシアムによる参加の場合は、コンソーシアム協定書の写し
・会社等組織概要（会社案内、要覧、定款等）
・類似事業についての実績を記載した書類（様式任意　実施内容、実施年度、契約額（千円、税込み）、発注者等を記載してください。）

・ISO9001を取得していることを示す書類又は同等の体制を保持していることを示す書類
（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　島根県知事　様

（財政課予算第二グループ）

（FAX：0852-22-6264）

名 　 称　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　

代 表 者　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　

担 当 者　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　

連 絡 先　(電話)                                 

  　　　　(FAX)　                        　　　  

新地方公会計制度導入支援業務に係る企画提案質問書

	項　　　目
	内　　　　　容

	
	


（様式３）
	新地方公会計制度導入支援業務　企画提案書


	提案者


（コンソーシアムの場合はすべての構成法人又は個人名を記載してください）

【記載についての留意事項】

必要に応じて記載欄の増減や別資料の添付を行ってください（枚数制限なし）

１．業務実施体制

	提案者



	（コンソーシアムの場合は以下のとおり記載してください。）

代表提案者

提案者

提案者

提案者


	職種
	担当者
	所属
	経験

年数
	主な業務経歴

	
	
	
	
	


①職種欄は　公認会計士、税理士など当該業務に関わるすべての方を記載してください。



②所属欄は、自社か外部発注か分かるように記載し、自社の場合は「自社」（コンソーシアムの場合は会社名）、外部発注の場合は「外部発注」と記載してください。

２．提案内容：仕様書に示す委託業務の具体的実施方法
	


３．業務実施スケジュール
	


４．類似事業についての実績

	○実施年度、事業名、事業概要、契約額（千円、税込）、発注者等を記載してください。



５．その他
	○本業務の目的を達成するための工夫やインセンティブとなる事項があれば記載してください。



６．業務委託に要する見積価格
見積書を添付してください。
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